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要旨：通常のコンクリートと比較して 10 倍の耐硫酸性を有する自己充てん型のコンクリートを開発した。本

研究ではこの耐硫酸コンクリートを用いて，壁部材の新設と補修および天井面の断面修復を模擬した大型部

材の施工試験を実施し，耐硫酸コンクリートの施工性と硬化後の物性を確認した。また，天井面を断面修復

した部材を用いた載荷実験により，既設のコンクリートと強固に一体化することを確認した。 
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1. はじめに 

下水道施設のコンクリートは，図－1 に示すように微

生物が生成する硫酸により早期に劣化することが知ら

れている。主な対策として，コンクリート表面を樹脂等

で被覆して硫酸との接触を遮断する防食被覆工法が用

いられている。しかし，防食被覆工法に要求される耐用

年数は 10 年間であるため 1)，施設の供用期間中に定期的

なメンテナンスが必要である。さらに，被覆材の僅かな

キズやピンホールが起点となって膨れや剥がれが生じ，

10 年に至る前に追加のメンテナンスが必要となる場合

もある。ここで，コンクリートの耐硫酸性を飛躍的に向

上させることができれば，防食被覆が不要になり，メン

テナンスの頻度を大幅に低減することができる。これに

より，施設の維持管理費が低減でき，ライフサイクルコ

ストの観点からも効果が期待できる 2)。 

著者らはこれまでに通常のコンクリートと比較して

10 倍以上の耐硫酸性を有するコンクリートを開発した 3)。

このコンクリートは「下水道コンクリート構造物の腐食

抑制技術及び防食技術マニュアル」1)のⅠ類またはⅡ類

に相当する腐食環境でも，標準的な供用期間である 50

年間は防食被覆などの対策を必要としない耐硫酸性を

有するものと期待される。 

本研究では，この耐硫酸コンクリートの実用化を進め

るために，通常のレディーミクスト工場で製造して，壁

部材の新設および壁面の補修を模擬した施工試験を行

い，施工性や硬化後の物性について検討した。さらに，

下水道施設において著しい劣化が生じる天井面の断面

修復工への適用を図るため，劣化した天井の断面修復工

を模擬した施工試験を行い，施工性と既設コンクリート

との一体性を確認した。 

 

2. 耐硫酸コンクリートの性能 

表－1 および表－2 に耐硫酸コンクリートの使用材料

および配合を示す。このコンクリートは，特殊化学混和

剤，石灰石微粉末および石灰石骨材の使用により耐硫酸

性を大きく向上させたものである。特殊化学混和剤はコ

ンクリートに減水性と耐硫酸性を付与するものである。

混和剤の添加によりコンクリートの表面に緻密なせっ

こう層が生成され，内部への硫酸の浸透が抑制されるた

め耐硫酸性が向上すると考えられている 4)。また，コン

クリートは自己充てん性を有するため，高密度に配筋さ

れた狭窄箇所の補修・補強工事へも適用できる。図－2

に耐硫酸コンクリートと，水セメント比 55%，圧縮強度

35N/mm2 程度の通常のコンクリートを 5％の硫酸に浸せ

きしたときの侵食深さ示す。また，図－3 に 5％の硫酸

に 26 週間浸せきしたときの供試体の切断面を示す。侵

食深さは，浸せき前の寸法（ｘ）と切断面のフェノール

フタレイン溶液呈色域の長さ（ｙ）の差とした。26 週間

まで浸せきしたときの侵食速度（浸せき期間と侵食深さ
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図－1 下水道施設での硫酸によるコンクリートの劣化
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の関係を直線で回帰したときの傾き）で比較すると，耐

硫酸コンクリートは 3.9mm／y であり，通常のコンクリ

ート（44.2mm／y）の 1/10 以下となっている。すなわち，

10 倍以上の耐硫酸性を有していることが確認できる。耐

硫酸性の向上は，前述の特殊化学混和剤の効果と，弱酸

-強塩基の塩である炭酸カルシウムを主成分とする石灰

石骨材および石灰石微粉末によりコンクリート表面近

傍の浸漬液が中和された効果により得られたものと考

えられる。さらに，石灰石骨材を用いると，通常の山砂

などの場合と異なり，骨材が剥落して侵食深さが急激に

増大することがないことを確認しており，これも耐硫酸

性の向上に貢献しているものと思われる。 

また，強度の目標値は，圧縮強度は同一水セメント比

の通常のコンクリートと同等以上（水セメント比 55％の

場合 35N/mm2 程度），断面修復したときの既設コンクリ

ートとの付着強度は 1.5N/mm2以上と設定した。 

 

3. 壁部材の施工試験 

3.1 試験方法 

(1) 耐硫酸コンクリートの製造試験 

耐硫酸コンクリートは表－2 を示方配合として，通常

のレディーミクストコンクリート工場で製造した。自己

充てん性は「高流動コンクリートの施工指針」5)（以降，

高流動指針）におけるランク 2 の性能を満足するものと

し，JIS A 1150：2001「コンクリートのスランプフロー試

験」および JSCE－F511－1999「高流動コンクリートの

充てん装置を用いた間隙通過試験方法（案）」（U 型容器：

障害 R2）によるスランプフローと充てん高さを，それぞ

れ 70±5cm，350mm 以上とした。 

二軸強制練りミキサ（容量 6m3）を用いて，1 バッチ

当りの練混ぜ量を 2.5m3 としてミキサ負荷値（消費電流

量）が一定になるまで練り混ぜた。総練混ぜ時間は 180

秒であった。コンクリートはアジテータトラックに積載

し，練上り直後と 30 分後にフレッシュ性状を性状の確

表－1 使用材料 

記号 材料 品種・品質 
W 練混ぜ水 水道水 
C セメント 普通ポルトランドセメント：密度 3.16g/cm3，ブレーン比表面積 3290cm2/g
S 細骨材 石灰石砕砂：表乾密度 2.63g/cm3，粗粒率 3.09 
G 粗骨材 石灰石砕石：Gmax25mm，表乾密度 2.70g/cm3，粗粒率 6.67 

LSP 混和材 石灰石微粉末：密度 2.67g/cm3，ブレーン比表面積 4190cm2/g 
SAd 混和剤 特殊化学混和剤 

 
表－2 配合    （kg/m3）

W C LSP S G SAd

170 310 231 822 770 24

W/C=55%，空気量 4.5％ 

（浸せき期間 26 週間，硫酸濃度 5％） 

図－3 試験後の供試体の一例 
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図－2 5%硫酸への浸せき試験の結果 
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認後，現場に運搬した。  

(2) 壁部材の施工 

図－4 に壁部材の概要を示す。大きさは幅 1.4m，高さ

2.3m，厚さ 0.4m とし，新設構造物を想定して全断面を

耐硫酸コンクリートで施工する新設試験体と，断面修復

工を想定して一部分に適用する補修試験体を施工した。 

新設試験体では高密度配筋での充てん性を確認する

ため，既往の下水道施設を参考に，主筋(Ｄ19)と配力筋

(Ｄ16)をそれぞれ10cm間隔で配置した2層の格子状の鉄

筋をＤ13 のせん断補強筋で締結した（図－5）。 

補修試験体は普通コンクリートで作製した厚さ 0.3m

のコンクリート版の表面を目粗し処理して，下水道施設

において劣化したコンクリートの表面をはつり取った

状況を模擬した。コンクリートの打設時に表面に遅延材

を散布したのちに高圧水で洗い流して目粗しを行った。

断面修復の厚さを 10cm とし，鉄筋と型枠を設置した。

主筋と配力筋をそれぞれ 10cm 間隔で配置した格子状の

鉄筋を１層設置し，せん断補強筋を模擬したフック状の

鉄筋を配置した（図－4，図－5）。充てんする最小間隙

は約 2cm とした。 

なお，両部材ともに硬化後にコンクリートコアを採取

して物性試験を行ったため，高さ 30，90，150，210cm

付近では主筋の一部および配力筋を配置していない。 

現場に搬入した耐硫酸コンクリートはフレッシュ性

状の確認後，バイブレータなどによる締固めを行わずに，

バケットを用いて打設した。型枠の 1 面はアクリル板と

し，充てん状況を目視観察した。一連の施工は耐硫酸コ

ンクリートの練上りから 160 分後までに終了した。この

間，現場においてフレッシュ性状の変化を測定した。 

材齢 28 日において，新設試験体からφ100×200mm，

補修試験体からφ50×100mm のコアを採取して密度，圧

縮強度を測定した。また，補修試験体を用いて耐硫酸コ

ンクリートの付着力を測定した。耐硫酸コンクリート側

から普通コンクリートに達するまでφ100mm の円形の

切込みを入れ，建研式引張り試験機により求めた。これ

らの結果から充てん性や均一性について検討した。 

3.2 試験結果 

耐硫酸コンクリートの打設は冬期に実施し，気温は

6℃であった。また，練上り直後のコンクリート温度は

10℃，空気量は 4.6％であった。図－6 に耐硫酸コンクリ

ートのスランプフローの経時変化を示す。練上りから施

工の終了した 160 分後まで，スランプフローは目標値で

ある70±5cmを満足した。U型充てん高さについても160

分後に 358mm であり目標値を満足した。耐硫酸コンク

リートは通常のレディーミクストコンクリート工場で

の製造が可能であり、練上りから 2 時間 30 分以上の間，

フレッシュ性状を保持できることを確認した。 

 充てん状況の目視観察により狭隘な隙間にもコンク

リートが充てんされる様子が確認できた。また，打設後

2 週間で脱型した部材の表面には充てん不良，ひび割れ
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図－6 スランプフローの経時変化 
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図－5 壁部材の配筋 
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などの欠陥は認められず，密実に充てんされていた。 

新設および補修試験体から採取したコアの圧縮強度

と補修試験体で行った付着強度の測定結果を図－7 およ

び表－3 に示す。耐硫酸コンクリートの圧縮強度は，新

設と補修試験体でコアの寸法が異なるため補修試験体

のほうが若干大きくなったが，コアの採取位置によらず

35N/mm2程度であった。付着強度についても試験位置に

よらず 2N/mm2 程度であった。付着試験では普通コンク

リートと耐硫酸コンクリートの界面ではなく，普通コン

クリートが破壊し，界面の付着力が十分であることが確

認された。また，密度，圧縮強度の変動係数はいずれも

小さく，部材全体にわたって材料分離を生じることなく

均一に充てんされていることが確認できた。 

 

4. 天井面の断面修復工の施工試験と載荷実験 

4.1 耐硫酸コンクリートの配合調整 

天井面の断面修復においては，既存のコンクリートの

下側から耐硫酸コンクリートを打設する「逆打ち」とな

るため，付着界面での充てん不良を排除して一体性を確

保することが重要である。これを考慮して耐硫酸コンク

リートの材料や配合に調整を加えた。配合を表－4 に示

す。高密度に配筋された狭窄部や凹凸のある既設コンク

リートの付着面へも確実に充てんするために粗骨材の

最大寸法は 13mm とし，既設躯体との一体性の向上のた

めに石灰系膨張材を 15kg/m3 添加した。また，粗骨材の

絶対容積は高流動指針を参考にして 0.285 m3/m3 とした。

鉄筋が高密度に配置されて充てん間隙も狭いことから，

自己充てん性のレベルはランク 1 を目標とし，さらなる

高性能化を図った。フレッシュ性状の目標値は高流動指

針に示される併用系高流動コンクリートの場合を参考

に，スランプフローを 70±5cm，50cm フロー到達時間を

5～10 秒，U 型充てん高さを 350mm 以上とした。 

4.2 試験方法 

(1) 天井面の断面修復工 

 天井面の断面修復工に関する施工試験の概要を図－8

に示す。普通コンクリート（24-8-20H ／JIS A 5308：2003）

で作製した 2.0m×1.0m，厚さ 0.2m のコンクリート版を

既設躯体の代替として，その下面端部から耐硫酸コンク

リートをポンプ圧送，充てんした。コンクリート版の下

面は壁の補修試験体と同様に目粗し処理を行った。圧送

には吐出口径 4 インチ，理論吐出量 4m3/h のスクイズ式

コンクリートポンプを用いた。ポンプの吐出口でテーパ

ー管を介して 3 インチの耐圧ホースに接続し，地上から

1.5m の高さに設置した部材の充てん口と接続した。充て

ん部の厚さは 10cm とした。 

図－9 に部材の配筋図を示す。密な配筋条件での充て

ん性を確認するために，充てん部には主筋と配力筋（と

もに SD295：D13）をそれぞれ 10cm 間隔で，純かぶり

35mm の位置に配置した。これは一般的な下水道施設の

およそ 2 倍の鉄筋量に相当する。なお，硬化後に物性試

  

表－3  物性値と変動係数 

種類 物性 平均値 
変動 
係数 

試験

点数

密度 2.35 g/cm3 4.2% 12 新設 
試験体 圧縮強度 34.2 N/mm2 6.3% 12 

密度 2.41 g/cm3 1.8% 12 
圧縮強度 37.7 N/mm2 5.2% 12 

補修 
試験体

付着強度※ 2.00 N/mm2 8.8% 12 
※界面ではなく普通コンクリート部で破壊 

 
表－4 天井面の断面修復工に用いた 

耐硫酸コンクリートの配合  （kg/m3）

W C Lsp Exp S G SAd

170 295 290 15 766 772 27 

W/C＝55%，空気量 4.5%，Gmax：13mm 

※Exp：石灰系膨張材，他の記号は表－1 と同様 

図－8 天井面の断面修復工の概要 
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験を行うため，一部の鉄筋を省略した。充てん部の側面

および底面の型枠はアクリル板とし，充てん状況を確認

しながらおよそ 0.4m3/h の速度で耐硫酸コンクリートを

圧送，充てんした。このとき，0.5～1.0m 間隔で 8 箇所

に設置した空気抜き孔を介して型枠内の空気を排出し

た。また，耐硫酸コンクリートの練上りから 90 分後ま

でのフレッシュ性状の変化を測定した。 

 打設後 28 日において，充てん口から 1m と 2m の部位

でφ50mm×100mm のコアを採取して圧縮強度と 3.1.(2)

に示す方法で付着強度を測定した。 

(2) 載荷試験方法 

既設コンクリートと耐硫酸コンクリートの一体性を

確認するために，硬化後の部材から図－8 に示すように，

長さ 2.0m，幅 0.2m，高さ 0.3m の梁状の試験体を切り出

し（以降，修復部材），耐硫酸コンクリートの材齢 28 日

において曲げ載荷試験を実施した。劣化前の健全なコン

クリート部材として，同一形状，同一配筋で普通コンク

リート（24-8-20H）のみを用いて試験体（以降，既設部

材）を作製し，修復部材と比較した。 

4.3 試験結果 

(1) 耐硫酸コンクリートの施工性 

耐硫酸コンクリートの打設は冬場に実施し，気温は

13℃，練上り後のコンクリート温度は 15.4℃であった。

表－5に練上りから90分後までの耐硫酸コンクリートの

スランプフロー測定および U 型充てん試験（障害 R1)の

結果を示す。スランプフロー値は 90 分後まで目標値の

70±5cm を満足した。U 型充てん試験による充てん高さ

は 90 分後においても 358mm であった。ポンプ圧送には

3 インチの小径の耐圧ホースを用いたが，閉塞すること

なく円滑に圧送することができた。また，ポンプ圧送後

に筒先から採取したコンクリートについてもフレッシ

ュ性状の低下は認められなかった。これらのことから，

耐硫酸コンクリートは，所定の期間，必要な流動性と充

てん性を保持し，良好にポンプ圧送が可能であることを

確認した。 

型枠内の流動状況の観察から，型枠内部での材料分離

は認められず，かぶりが 35mm と小さい場合でも耐硫酸

コンクリートが鉄筋の周囲や型枠の端部まで確実に充

てんされる様子が確認できた（図－10)。打設後 2 週間で

脱型したときの耐硫酸コンクリートの表面は平滑で，ジ

ャンカや粗大な空隙は確認されず，10cm の厚さを充てん

してもひび割れは発生しなかった。 

修復部材から曲げ載荷試験のための試験体を切り出

した際の切断面を観察した。界面の付着状況は概ね良好

であった。観察した長さ 2m の界面うち，界面での気泡

だまりにより延長 22cm，間隙幅 0.5mm～5mm の付着切

れが生じていた。付着切れを生じていた長さは観察した

長さの 10%程度であったが，この付着切れは耐荷性能に

影響を及ぼさないことを 4.3(3)に示す載荷試験により確

認した。 

以上より，天井面の断面修復に用いた耐硫酸コンクリ

ートは，所定の時間フレッシュ性状を保持することがで

き，良好なポンプ圧送性と充てん性を有する施工性に優

れたコンクリートであることが確認できた。 

(2) 耐硫酸コンクリートの物性 

材齢 28 日に測定した耐硫酸コンクリートの圧縮強度

と付着強度を表－6 に示す。 

採取したφ50×100mm コアの圧縮強度は，充てん口か

らの流動距離によらず 47N/mm2程度であり，同一寸法で

標準養生した供試体の 41N/mm2 よりも高く良好な強度

特性を有していた。これは，膨張材を添加した耐硫酸コ

ンクリートが，部材では型枠や既設コンクリートにより

膨張を拘束されたためと推察している。 

充てん口から 1m および 2m 地点で測定した付着強度

は，それぞれ 1.5 N/mm2，1.3N/mm2であり，いずれも界

面で破壊した。逆打ちの影響を検討するためにφ100×

200mm の型枠の半分高さまで普通コンクリートを打設

して，修復部材と同様に目粗し処理したのちに耐硫酸コ

ンクリートを上方から打設した通常の打継ぎによる供

試体（比較用供試体）を用いて付着強度を測定した。こ

図－10 型枠内部での耐硫酸コンクリートの流動状況

表－6 付着強度および圧縮強度の試験結果 
 圧縮強度 

（N/mm2) 
付着強度 
（N/mm2) 

1m 地点 47 1.5 
2m 地点 48 1.3 

比較用供試体 － 2.2 
標準養生 41 － 

 

表－5 フローおよび U 型充てん試験の結果 

スランプフロー
U 型充てん 
(ランク 1) 経過時間

(分) 50cm
通過(s)

スランプ 
フロー(cm) 

30cm 
通過(s) 

充てん
高さ(mm)

空気量
(%)

目標値 5～20 70±5 － 350 以上 4.5±1.5
0 11.8 74.3 7.2 357 5.9
30 13.3 75.2 9.1 358 4.7
60 13.7 74.9 11.0 356 3.9
90 17.3 72.2 14.1 358 3.1

圧送筒先 11.8 73.3 6.5 358 3.7
 

-569-



の供試体の付着強度は 2.2N/mm2 であり，打継ぎの界面

ではなく普通コンクリートが破壊した。通常の打ち継ぎ

を行った場合の付着強度は十分であったが，逆打ちした

修復部材では，前項で示したような付着切れが生じてい

ない場合でも付着強度が低下する場合があることが明

らかになった。しかしながら，付着切れの場合と同様に，

耐荷性能に影響を及ぼさないことを 4.3(3)にて確認した。 

(3) 曲げ載荷試験 

載荷試験の概要を図－11 に示す。載荷試験のせん断ス

パン比は 3.1 とし，曲げが先行する破壊形態となる条件

とした。載荷速度は 0.1kN/sec とし，曲げひび割れの発

生時，設計上の鉄筋の降伏荷重到達時（43kN)，に一旦

徐荷した。修復部材に関しては既設／耐硫酸コンクリー

トの界面（以降，界面）に沿ったひび割れの発生時にも

徐荷した。曲げ載荷試験による部材中央の荷重－変位曲

線を図－12 に，ひび割れ発生荷重と鉄筋の降伏荷重を表

－7 に示す。耐硫酸コンクリートの圧縮強度（47 N/mm2）

が既設部材の普通コンクリート（33N/mm2）よりも高い

こともあり，曲げひび割れの発生荷重は既設部材よりも

修復部材のほうが大きくなった。修復部材においては，

荷重 44kN で界面に沿ったひび割れが発生したが，その

後も荷重および剛性の低下はみられず，既設部材と同様

に部材の降伏は主鉄筋の降伏により決定した（図－12）。

また，鉄筋降伏後，変位制御により最終変位 15mm，変

形角 1/53 まで載荷したが，両部材とも荷重の低下はみら

れなかった。このように，界面の一部における付着切れ

や，通常の打継ぎとの比較による付着力の低下が観察さ

れたが，耐硫酸コンクリートと既設コンクリートの部材

としての一体性は良好であり，断面修復工により劣化前

と同等の耐荷性能を回復できることが確認できた。 

 

5. まとめ 

通常のコンクリートと比較して 10 倍の耐硫酸性をも

つコンクリートを用いて，壁部材の新設と補修および，

天井面の断面修復工を模擬した施工試験を実施した。得

られた結果は以下のとおりである。 

(1) 自己充てん型の耐硫酸コンクリートは通常のレディ

ーミクストコンクリート工場で製造が可能であり，練上

りから 2.5 時間以上の間フレッシュ性状を保持していた。 

(2) 壁部材の新設および補修を模擬した施工試験と物性

試験から，耐硫酸コンクリートは良好な施工性を有し，

部材全体にわたり均一な物性を示すことを確認した。 

(3) 天井面の断面修復工の施工試験により，天井面の断

面修復工に適した配合に調整した耐硫酸コンクリート

は優れたポンプ圧送性と充てん性を示し，施工性は良好

であった。 

(4) 天井面の断面修復部材を用いた載荷試験により耐硫

酸コンクリートは既設コンクリートと強固に一体化し，

劣化前の構造物と同等まで耐荷性能を回復できること

が確認された。 
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表－7 ひび割れ発生および降伏荷重（kN) 

 曲げ 
ひび割れ

界面 
ひび割れ 

鉄筋 
降伏 

既設部材 18 ― 58 
修復部材 25 44 58 
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図－12 部材中央の荷重－変位曲線
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